
平成２５年度  議会報告会 

大津市議会 

生活・産業常任委員会 

【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 



大津市のごみ行政のこれから 
 

～「ごみ処理体制変更」と「ごみ減量政策」～ 

【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

平成２６年から、大津市のごみ処理に、変更が生じます。 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

そもそもなぜ、ごみ減量政策に変更が生じたのか？ 

「一般廃棄物処理基本計画」（平成２３年３月）の策定 

【主なポイント】 
 

 ● 環境問題が大きなテーマとなり、廃棄物の量を削減することが目標 
     （目標：２０％削減 平成19年度１０７,９３５トン→平成32年度８８，４５１トン） 
 

 ● 平成21年4月に中核市となったことから、廃棄物処理施設の設置許可権限が 
    県から市に移譲されたことによる計画への反映。 

「ごみ処理体制の変更方針決定」（平成２５年２月） 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

そもそもなぜ、ごみ減量政策に変更が生じたのか？ 

北部クリーンセンター 
＠伊香立学区内 環境美化センター 

＠富士見学区内 

大津クリーンセンター 
＠大石区内 

計画見直しにより 
焼却施設の廃止 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

そもそもなぜ、ごみ減量政策に変更が生じたのか？ 

【大津市の見解】 
 

■財政に与える経済性 
 

  市の試算では、ごみ処理体制変更に伴う、歳出削減額は 
  ２０年間で約９６億円。 
   
  ※この市の検討結果・見解に対して、議会では様々な 
   意見が出た。 

「ごみ処理体制の変更方針決定」（平成２５年２月） 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

議会で取り上げられた課題（２５年２月議会） 

最大焼却能力 合計４２５トン / 日 
        ⇩ 
最大焼却能力 合計３６０トン / 日 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

平成２５年２月議会で、 
大津市のごみ処理方針変更に伴う 
関係議案や予算案が賛成多数で承認 

          ⇩ 
その後、「一般廃棄物処理基本計画」 
を補完する「ごみ減量実施プラン」の 
策定が大津市によって進められた。 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

「ごみ減量実施プラン」（２５年９月）の概要 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

「ごみ減量実施プラン」（２５年９月）の概要 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

議会で取り上げられた課題（２５年９月議会） 

早速、平成２６年度に前年度比９０００トンの 
ごみ減量の必要性が生じる。 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

議会で取り上げられた課題（２５年９月議会） 

① 「家庭でのごみ減量」の周知方法について 
 

  → 自治会への周知・説明と協力について 
  → 非自治会員市民の方への周知について 
 
② ごみ処理施設への家庭ごみ持ちこみ料の改定について 
 

  → 家庭ごみの拠点回収は無料で、わざわざの持ちこみは 
    有料になるのはおかしいのではないか 
 
③ 事業系ごみの処理手数料の近隣都市との比較について 
 

  → 近隣の都市と比較して、大津市にごみが持ち込まれる 
    可能性はないか 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

平成２５年９月議会で、 
大津市の「ごみ減量実施プラン」に 
関係する議案・予算案が賛成多数で承認 

          ⇩ 
  今後、大津市においては、 
  「ごみ減量実施プラン」に沿った 
  減量施策が進めていかれる。 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

行政視察の報告（２５年１１月） 

【秦野市クリーンセンター】 
 

高性能発電システムの導入により、施設内の電力（年間約７千万円）と、 
余った電力を電力会社へ年間約２億円で売電力している。 

・約３０億円の建設費について、
１１年間でもとをとることが可能
となり、それ以後は市の財政に
大きく寄与するとのこと。 
 
・排出規制値を法で定められ
たもの以上に厳しい独自の値
を設定し、施設入口において
誰でも見えるように表示してい
る。 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

行政視察の報告（２５年１１月） 

・指定管理料は「固定制」でなく、
市場の売上等を反映した「変動
制」を導入することにより、民間の
知恵とアイディアを活かした運営
をしようと考えている。 
 
・大津市においても現在、「公設
地方卸売市場のあり方検討の基
本調査」が行われている。 

【川崎市 公設地方卸売市場】 
 

「川崎市地方卸売市場」では指定管理制度を導入予定。 
 

● 指定管理制度のメリット → 管理コストが下がる＆民間活力の活用 
 

● 指定管理制度の課題  → 既存市場業者の理解と協力が不可欠 



【 生 活 ・ 産 業 常 任 委 員 会 】 

ご清聴を頂きまして、誠にありがとうございます。 


